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1986（昭和61）年 8 第23回国際社会福祉会議が東京で開催
1987（昭和62）年 制度創設70周年

2 「21世紀に向けての民生委員児童委員活動」（70周年
強化方策）を策定

5 社会福祉士及び介護福祉士法が成立

1989（平成元）年 消費税スタート
11 国連第44回総会、「児童の権利に関する条約」を採択
12 厚生大臣の委嘱状に児童委員も併記へ

1987　「在宅痴呆性老人の介
護者実態調査」
昭和62年には全国一斉モニ
ター調査として「在宅痴呆性老
人の介護者実態調査」を実施し
た。在宅認知症高齢者の介護の
多くを家族が担っている実情を
明らかにし、その後の在宅福祉
の充実に寄与することとなった。

1986　国際社会福祉会議
昭和61年8月31日～9月4日に東京において開催された第23回国際
社会福祉会議に資金協力を行なうとともに、「日本の民生委員　a 
system of community volunteers in Japan」と題した専門領域会
議を開催し、日本の民生委員・児童委員制度について広報を行なった。

民生委員の研修
地域住民のニーズが複雑・多様化するなか、民生委員・児童委員には地域住民のさまざまな相談に応じ、専門機関へのつ

なぎ役としての役割を担ううえで、相談援助に関する技術とともに幅広い知識が必要となった。
方面委員時代から、委員の支援および資質向上のために、大阪では「方面道場」というケース会議が定期的に実施されて

いた。民生委員法第2条でも「民生委員は、常に、人格識見の向上と、その職務を行う上に必要な知識及び技術の修得に努
めなければならない」と定められた。

民生委員研修の充実は、昭和33年に創設された「民生委員互助共励事業」が転機となっている。とくに共励事業を強化す
るため、国から補助が行なわれるようになった昭和37年以降、研修の充実が図られるようになる。

昭和48年からはじまった「中央民生委員教室」は、現在では「全国民生委員指導者研修会（通称：民生委員大学）」として継
続して実施されている。
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1990（平成2）年 少子化の進行「1.57ショック」
1991（平成3）年 4 「ふれあいのまちづくり事業」（地域福祉総合事業）ス

タート　（心配ごと相談所の一部を発展改組）
1992（平成4）年 12 全国民生委員児童委員協議会を全国民生委員児童委

員連合会に改称

1993（平成5）年 3 厚生省、「主任児童委員設置について」を通知
1994（平成6）年 1 主任児童委員制度の創設

3 「21世紀福祉ビジョン－少子・高齢社会に向けて－」
発表

4 「児童の権利に関する条約」批准

多様化する民生委員・児童委員活動
平成2（1990）年～

福祉制度改革の進行と高齢者福祉
高齢化が進行するなか、平成2年には住民に身近な市

町村を中心とした福祉施策推進のために、福祉関係8法
の改正が行なわれた。この時の老人福祉法の改正によ
り、特別養護老人ホーム等への入所決定に関する事務が
市町村に権限移譲され、施設福祉と在宅福祉を市町村に
おいて一元的かつ計画的に提供する体制整備が図られ
た。また、これに先立つ昭和62年には社会福祉士・介護
福祉士制度が誕生、平成元年にはゴールドプランが策定
された。これに続きエンゼルプラン、障害者プランも策定
され、保健福祉3プランに基づきサービスの計画的整備
が推進されるところとなった。

平成12年には戦後の社会福祉の基本的な枠組みを見
直す社会福祉基礎構造改革により、措置から契約へ、利

用者本位の福祉サービスの整備という方向性が明確に
示された。

この平成12年には介護保険制度も施行された。保健、
医療、福祉にわたる総合的な介護サービスを提供すると
ともに、社会保険方式により高齢者、現役世代、事業主な
どが協力し、高齢者の介護を社会全体で支えあう制度と
して誕生した。全民児連では、平成10年5月に介護保険
制度の施行に対応するため、「介護保険における民生委
員・児童委員活動の取り組み」を策定するなど、新たな時
代を迎えた福祉サービスと住民とをつなぐその活動のあ
り方を模索し、関係者に提示している。

訪問活動
高齢者が安心して地域で生活できるよう、
定期的に見守り訪問を行っている

高齢者サロン
ひとり暮らし高齢者や高齢夫婦のみ世帯などが増加するなか、高齢者
の居場所づくりや仲間づくりのための「いきいきサロン」などを実施

認知症カフェ
認知症高齢者が増加するなか、認知症患者と家族へ
の支援などにも積極的に取り組んでいる

22



1995（平成7）年 1 阪神・淡路大震災
12 「障害者プランーノーマライゼーション7か年戦略」

策定
80周年記念全国一斉モニター調査「子どもと子育て
支援活動の事例調査」「子育てに関する意識調査」「子
どもの意識調査」を実施（12月～翌2月）

1997（平成9）年 制度創設80周年

1 ロシアタンカー重油流出事故
4 80周年活動強化方策「地域福祉の時代に求められる

民生委員・児童委員活動」を策定
12 介護保険関連三法成立

子どもの育ちを支える　
～主任児童委員制度の創設

平成元年には出生率は1.57となり、社会的にも大きな
反響を呼んだ。また、少子化の進行に加え、児童虐待も深
刻化するなど、子どもたちをめぐるさまざまな課題が顕在
化し、児童委員への期待が高まることとなった。

しかし、一方で急速な高齢化が進行するなかにあって、
民生委員が児童委員としての活動を十分に行なえないと
の関係者の指摘もあり、全民児連、全社協、厚生省（当
時）が合同で設置した検討会は、民児協のなかで児童委
員活動を専門的に担う民生委員として「主任児童委員」
の配置を提言。これに基づき、平成6年1月に主任児童
委員制度が誕生し、1万3千人が委嘱された（児童福祉法
上の法定化は平成13年）。

全民児連では、平成11年11月に開催された第68回
全国民生委員児童委員大会において「児童虐待防止緊
急アピール」を採択し、増加する児童虐待問題に対応する
ために、全国の児童委員がそれぞれの地域で虐待の防止
や早期対応に向けた活動を展開していくこととした。

また、平成19年には「全民児連における児童虐待防止
の取り組みについて」および「90周年『広げよう　地域に
根ざした　思いやり』行動宣言　児童委員・主任児童委
員版」を策定し、①地域から孤立した子育て・孤独な子育
てをなくす取り組みの推進、②課題を抱える親子を発見
し、必要な支援につなぐ取り組みの推進、③児童虐待の
早期発見・早期対応、および子どもを犯罪被害等から守
るための連携・協働の推進、の3点を重点課題として取り
組むこととした。

子どもや子育てに関する全国モニター調査 ～80周年記念事業
平成9年の制度創設80周年記念事業では、「全国一斉モニター調査」として、「子どもと子育て支援活動の事例調査」、「子

育てに関する意識調査」、「子どもの意識調査」の3つの調査を行なった。
「子どもと子育て支援活動の事例調査」は、全国の市区町村で展開されているユニークな子どもや子育ての支援活動事例

を収集した。「子育てに関する意識調査」は、子育ての悩みや相談相手などを把握するため、保育所に通っていない1～2歳児
の親を対象にアンケートを実施した。また、「子どもの意識調査」では、各都道府県・指定都市単位で小学校5校を選定し、6
年生の児童約1万人に現在抱えている悩みや将来の希望などを記入してもらった。

これらの調査結果に基づき、子どもや子育て環境をめぐる課題と今後の児童委員活動の展開の方向性として、①地域づく
り、仲間づくりが大切であること、②子育て家庭の「ゆとり」のなさが子育ての負担感につながっていることから、ゆとりづくり
が重要であること、③情報が氾濫するなか、生活に密着した情報提供が重要であること、④子ども、家族、地域社会、社会的
施策によるパートナーシップに基づく子育てが重要であること、などを明らかにした。そして、子どもが生活しやすい、子育て
がしやすい地域社会づくりをめざしていくことが、児童委員、主任児童委員の役割であるとした。

いつもあなたのそばに
制度創設80周年記念事業では、民生委員・
児童委員活動をPRする映画の作成を行なった。
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1999（平成11）年 6 「男女共同参画社会基本法」公布
7 「地方分権一括法」成立

10 「地域福祉権利擁護事業」開始
12 民法等改正により成年後見制度の抜本改正

2000（平成12）年 6 「民生委員法」改正→民生委員の性格を改める（名誉職
から地域福祉の推進者へ）
社会福祉基礎構造改革関連法公布

8 「子どもや子育て家庭の立場に立った児童委員活動の
推進に向けて―全国児童委員活動強化推進方策―」策
定

2001（平成13）年 1 中央省庁再編　厚生労働省発足
4 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律」公布
6 厚労省、主任児童委員の配置基準を改正　すべての単

位民児協で主任児童委員の複数配置を実現

民生委員法改正
平成12年、戦後の社会福祉の枠組みを大きく見直す

社会福祉基礎構造改革が実施された。この年、介護保険
制度も施行され、福祉サービスは自己選択と契約による
利用へと大きく見直された。また、誰もが住み慣れた地域
で生活を続けられるよう、社会福祉の理念として「地域福
祉の推進」も掲げられ、その担い手として民生委員への
期待も高まった。

こうしたなか、平成12年6月、民生委員法が改正され
た。民生委員法制定以来とされる大幅な改正であり、そ
の第1条は「民生委員は、社会奉仕の精神をもって、常に
住民の立場に立って相談に応じ、及び必要な援助を行な
い、もって社会福祉の増進に勤めるものとする」とされた。

この法改正により、民生委員・児童委員は、「住民の立
場に立った支援者」とされ、支援を必要とする地域住民
が、できる限り地域で自立した生活を営むことができるよ
う、地域社会全体で支えていく「地域福祉の推進」の主要
な担い手とされた。

具体的には、それまで「名誉職」とされていた規定を削
除し、「民生委員に給与は支給しない」と改めたほか（第
10条）、第14条では、①住民の生活状態を適切に把握す
ること、②援助を必要とする者が、地域で自立して生活を
営むことができるよう、必要な援助を行なうこと、③住民
の福祉の増進を図るための活動を行なうことなど、その
職務内容についても時代に即した見直しが図られた。

子育てサロン
核家族化等のなかで、子育て家庭の孤立化が指摘され、そのことが児童虐待の背景となっている場合も少なくな
い。地域のなかで親子が集える場を提供し、子育て家庭の仲間づくりの支援を行っている

子どもたちの見守り
小学生等の登下校時に通学路において見守りを行なうとともに、あいさつ運動を行っている。
継続して活動を続けることによって、子どもたちとの関係が構築されている

こんにちは赤ちゃん事業
保健所などと連携し、新生児家庭を訪
問することによって、子育てサロンへな
どの情報を伝え、孤独な子育てとならな
いよう、地域でサポートしている

低所得世帯の子どもたちへの支援
子ども食堂や学習支援に取り組む民児協も増えている
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2002（平成14）年 8 「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」公布
2003（平成15）年 4 障がい者福祉における「支援費制度」施行

5 「個人情報の保護に関する法律」等、個人情報保護関連
5法公布

7 「次世代育成支援対策推進法」成立
「少子化社会対策基本法」公布

11 「障害者基本計画（新障害者プラン）」策定
2004（平成16）年 5 全民児連、＜児童虐待防止緊急アピール＞を発表

10 新潟県中越地震
12 「児童福祉法」改正（主任児童委員も区域担当児童委員

同様、個別事案を担当できる旨が明確化）
2005（平成17）年 10 「障害者自立支援法」公布（障がいの種別にかかわらず

一元的にサービスを提供する仕組みの創設等）
2006（平成18）年 6 「認定こども園法」公布

12 「地方分権改革推進法」成立
＜民生委員・児童委員発　災害時一人も見逃さない
運動＞を全国展開

相次ぐ自然災害への対応
昭和の終わり頃から、わが国は相次ぎ自然災害に見舞

われた。災害が多発するなか、高齢者や障がい者等の「災
害時要援護者」への支援が社会的な課題となった。

平成7年の阪神・淡路大震災、平成16年の新潟県中
越地震、さらには相次ぐ台風や豪雨災害等の経験を踏ま
え、全民児連は平成18年、制度創設90周年記念事業と
して「民生委員・児童委員発　災害時一人も見逃さない
運動」の実施を決定した。

この運動は、平常時において災害時要援護者台帳や災
害福祉マップ等の作成を進めておくことで、発災時の迅
速な安否確認活動や避難後の支援に役立てることをめ

ざすもので、その後の自然災害において大きな成果をあ
げることとなった。

平成23年3月11日、東日本大震災が発生。死者・行
方不明者は2万人を超える未曽有の被害が発生するな
か、民生委員は高齢者等の避難や安否確認に奔走すると
ともに、避難後の生活支援等に今も尽力している。しか
し、その一方で、強い使命感から避難支援活動中の56人
もの委員が犠牲になり、発災時の委員の安全確保の重要
性があらためて明らかになった。

東日本大震災（写真：毎日新聞社）

熊本地震（写真：毎日新聞社）

阪神・淡路大震災（写真：毎日新聞社）

子どもたちとともに行なう災害支援マップづくり

東日本大震災被災地で仮設住宅の見守りを続ける民生委員
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2007（平成19）年 制度創設90周年
7 新潟県中越沖地震

「90周年活動強化方策・行動宣言」の策定
全国児童委員活動強化推進方策「行動宣言」の策定

2011（平成23）年 3 東日本大震災
2013（平成25）年 3 民生委員・児童委員研修のあり方に関する検討委員

会報告書の取りまとめ

4 障害者総合支援法施行
6 災害対策基本法改正、避難行動要支援者名簿作成と民

生委員等への提供
子どもの貧困対策推進法成立

12 生活困窮者自立支援法・生活保護法一部改正法成立

100周年を迎えて
平成19年、全民児連は「90周年活動強化方策・行動

宣言」を定め、100周年に向けて民生委員・児童委員活
動の充実に取り組んできた。

孤立や孤独、児童・高齢者・障がい者に対する虐待、悪
質商法被害、災害対応など、地域住民の課題は一層多様
化、深刻化し、民生委員・児童委員への期待は一層高まっ
ている。しかし、同時に委員の負担も拡大し、新たななり
手確保も課題となっている。

制度創設100周年を迎える今、民生委員・児童委員活
動の充実と活動環境整備の両立が求められている。

全民児連では、制度創設100周年にあたり、①100周
年記念大会の開催（平成29年7月9日・10日）、②「100
年通史」の作成、③これからの民生委員制度やその活動
のあり方に関する検討・提言、④全国モニター調査の実施

（社会的孤立状態にある世帯への支援等）、⑤重層的な
広報活動の実施、を柱とした記念事業を進めている。

これからも、民生委員・児童委員は「誰もが笑顔で、安
全に、安心して暮らせる社会づくり」のために、常に住民
に寄り添い、身近な相談相手となり、つなぎ役となって地
域で活躍し続けていく。

90周年記念事業
平成19年の制度創設90周年を記念した事業としては、①記念大会の開催（平成19年7月5日・6日、日本武道館他で開

催）、②活動スローガンの決定（「広げよう　地域に根ざした　思いやり」）、③全国一斉活動「民生委員・児童委員発　災害
時一人も見逃さない運動」の実施、④「90周年活動強化方策」の策定、などが行なわれた。

とくに「90周年活動強化方策」の策定にあたっては、喫緊の課題として全国の民生委員・児童委員が取り組むべき5項目
を示す「行動宣言」があわせて策定された。

民生委員制度創設90周年記念全国民生委員児童委員大会
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2014（平成26）年 4 厚生労働省「民生委員・児童委員の活動環境の整備に
関する検討会」報告書の取りまとめ
民生委員・児童委員活動保険創設

8 国連・障がい者権利条約を批准
2015（平成27）年 4 生活困窮者自立支援法施行

子ども・子育て支援新制度施行
2016（平成28）年 4 平成28年（2016年）熊本地震

6 全国一斉モニター調査「社会的孤立を背景として課題
を抱えた世帯の実態調査」の実施

11 「これからの民生委員・児童委員制度と活動とあり方
に関する検討委員会」中間報告

2017（平成29）年 民生委員制度創設100周年、児童委員制度創設70周年
7 「民生委員制度創設100周年活動強化方策」の策定

方面委員・民生委員数の推移

相談件数等の推移
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注）昭和2～ 11年の数値は定数、昭和15年以降の数値は現員数および充足率
出典：平成13年までは「社会福祉行政業務報告」、平成14年以降は「福祉行政報告例」をもとに全民児連作成
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出典：平成13年までは「社会福祉行政業務報告」、平成14年以降は「福祉行政報告例」をもとに全民児連作成
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資 料
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「方面時報」から「民生委員・児童委員のひろば」へ

方面時報創刊号（昭和8年）

民生委員・児童委員のひろばに改題
（昭和48年）

民生委員・児童委員のひろば第651号
（90周年記念号）（平成19年）

民生委員・児童委員のひろば第766号
（平成29年4月号）

民生時報に改題（昭和22年） 社会福祉時報に改題（昭和26年）

機関紙・学習資料
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全民児連では民生委員・児童委員活動を支援するため時宜に応じた学習資料を刊行している。

『単位民児協運営の手引き』
（平成28年）

「人権課題への理解を深め
るために2016」（平成28年）

『生活困窮者自立支援制度と民生委員・児童委員活動
～モデル事業実施自治体における生活困窮者への支
援事例から～』（平成27年）

『子どもの貧困対策と民生委
員・児童委員活動』（平成29年）

「大丈夫ですか！ 個人情報が
記載された書類等の取り扱
いについて」（平成28年）

『民生委員・児童委員による相談支援活動のヒント集』　
第1集＆第2集（平成29年）

「民児協総務通信」から「View」へ

「民協総務通信」創刊号（昭和46年） 「View」に改題（平成12年） 「View」203号（平成29年3月号）

児童委員活動の手引き

児童委員活動の手引き
第1集

児童委員活動の手引き
第42集（平成29年）

民生委員・児童委員必携

民生委員・児童委員必携
第1集～6集

民生委員・児童委員必携
第61集
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第5代
原 泰一
（昭和21年9月～25年９月）

第6代
中川 喜久
（昭和25年9月～28年5月）

第8代
藤原 亀太郎
（昭和30年5月～32年5月）

第7代
益池 清助
（昭和28年5月～30年5月）

第9代
佐伯 藤之助
（昭和32年5月～43年5月）

第10代
荒崎 良道
（昭和43年7月～50年3月）

第11代
高橋 重聰
（�昭和50年3月～�
� 平成4年11月）

第13代
光田　釥
（平成8年2月～13年11月）

第12代
柳田 宏明
（平成4年12月～7年11月）

第14代
大澤 義行
（平成14年2月～19年11月）

第15代
天野 隆玄
（平成20年3月～25年11月）

第16代
堀江 正俊
（平成26年3月～28年11月）

初代
渋沢 栄一
（昭和6年4月～11月）

第2代
清浦 奎吾
（昭和7年3月～17年11月）

第3代
大久保 利武
（昭和17年11月～18年7月）

第4代
林 市蔵
（昭和20年8月～21年9月）

（昭和6年4月）

（昭和12年3月）

（昭和21年11月）

（昭和23年1月）

昭和27年8月解散を決議 （昭和26年2月）
（日本社会事業協会、同胞援護会と合併し、
中央社会福祉協議会〔現・全社協〕を結成）昭和28年7月解散手続き認可

8月解散登記

※全社協の種別組織（昭和30年4月）

（昭和37年1月）

（昭和43年12月）

（平成4年12月）

現在へ

全日本方面委員連盟全日本方面委員連盟

中央社会福祉協議会　民生事業委員会中央社会福祉協議会　民生事業委員会

（財）全日本方面委員連盟（財）全日本方面委員連盟

（財）全日本民生委員連盟（財）全日本民生委員連盟

（財）全日本民生委員児童委員連盟（財）全日本民生委員児童委員連盟

全国民生児童委員協議会全国民生児童委員協議会

全国民生委員児童委員協議会全国民生委員児童委員協議会

全国民生委員児童委員連合会全国民生委員児童委員連合会

民生児童委員協議会民生児童委員協議会

全国民生委員児童委員連合会 組織の変遷図

全国民生委員児童委員連合会
歴代会長

※敬称略
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民生委員制度は、本年、創設100周年という大きな節目を迎えました。
大正から昭和を経て、平成という今日まで、わが国は大きな変貌を遂げ、社
会の状況も、社会福祉のあり方も大きく変わってきました。「防貧」「救貧」か
ら始まった済世顧問制度、方面委員制度は、時代の変化のなかで、求めら
れる役割とともに、住民の福祉課題、生活課題の複雑・多様化に対応して
活動の幅を広げ、今日の民生委員・児童委員制度へとつながっています。

これまでの歴史を振り返ると、あらためて多くの先達の思いを感じます。
これからも私たち民生委員・児童委員は、地域住民のために、「誰もが笑顔
で、安全に、安心して暮らせる社会」を実現できるよう、関係機関とさらなる
連携・協働を進めていくことが求められています。

全国23万人余の民生委員・児童委員は、常に人々に寄り添い、地域とと
もに歩んでまいります。今後とも、民生委員・児童委員へのご理解・ご協力
をよろしくお願いいたします。

平成29年6月

全国民生委員児童委員連合会
会　長　　得能 金市

全民児連では、平成29年に制度創設100周年を迎えるにあたり、種々の広報用ツールを作成した。

100周年を迎えて

100周年記念シンボルマーク 100周年記念応援マーク

記念切手の発行
100周年にあたり、日本郵便（株）から50年ぶ
りに記念切手が発行された。日本郵便で特別
の消印サービスが行われたことを受け、全民児
連では記念切手台紙を作成した。

100周年PRリーフレット

100周年広報用パンフレット

100周年PRポスター 民生委員・児童委員PRポスター

100周年ポスターパネル
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